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要旨：高強度 RC 柱に生じる初期応力が実大高層鉄筋コンクリート造建物の地震時挙動に及ぼす影響を解明

することを目的として，①高層 RC 造建物の短期挙動評価モデルの構築および②相似則を適用した実大建物

の作成を通じ，③初期応力を考慮した実大建物の短期挙動について荷重増分解析に基づき検討した。その結

果，柱に生じる初期応力は建物全体の応答に大きな影響は及ぼさないが，部材応答には大きく影響を与える

ことを確認した。また，初期応力は，柱に付加的なヒンジを形成させ，限界変形を過小評価するとともに，斜

め 45°載荷時においては短辺方向の損傷が大きく，ねじれ挙動が誘発される可能性を示唆した。 

キーワード：高層 RC造建物，初期応力，プッシュオーバー解析，縮小 20層震動台実験，相似則 

 

1. はじめに 

 高層の鉄筋コンクリート（以下，RC）造建物の耐震設

計では，梁破壊型全体崩壊形を仮定し十分な靱性を確保

する方針のもと，ヒンジを許容する柱についても拘束効

果を適切に考慮して設計目標を達成している例えば 1)。近

年，高層 RC 造建物の長周期地震動に対する安全性の検

証を目的とした震動実験が実施され，慣用的な地震応答

解析に基づき設計された建物について，概ね想定した崩

壊機構を形成することが確認された 2)。しかしながら，

高強度 RC 部材には，コンクリートに生じる種々の時間

依存挙動により初期段階において欠陥が発生することが

報告されており例えば 3)，耐震設計上，これらが建物全体の

地震時挙動に及ぼす影響を把握することも重要となる。 

 このような背景のもと，筆者らは，柱単体に焦点を当

て，若材齢挙動ならびに長期にわたるクリープ挙動につ

いて軸力の再分配機構に着目し，ファイバーモデルへ初

期応力をマクロに導入する手法を提案した 4)。さらに，2

方向曲げ性能について考察した結果，初期応力が柱の剛

性・耐力・履歴吸収能に影響を及ぼすことを確認し，建

物全体系における検討を今後の課題として残した。 

 本報では，考慮する初期応力を柱部材のみに限定し，

高層 RC 造建物の非線形地震応答に及ぼす影響を解析的

に考察する。解析モデルの検証に必要な実験は存在しな

いため，信頼のある検討を行うためには慎重なステップ

が求められる。そこで，本論文では，①縮小 20層 RC造

建物の震動台実験を解析対象試験体に選定し短期挙動を

評価可能な解析モデルを構築する。続いて，②時間依存

挙動の寸法依存性を回避するため，前述の縮小試験体を

相似則に基づき実大スケール（原型）へ拡張する。最後

に，③原型建物（全高さ 60m 越）へ初期応力を導入し，

短期荷重解析を試みて地震時の挙動について考察する。 

2. 地震応答解析モデルの構築 

2.1 縮小実験の概要 2) 

 図－1 に試験体概要，表－1 に部材諸元を示す。試験

体は梁破壊型全体崩壊形を目標に設計され，実大寸法の

1/4に相当する模型である。これらは，5つのブロックに

分けて作成され，定着鉄板を介して高力ボルトにより一

体化されている。部材断面は全層共通であり，配筋につ

いて柱および梁はブロック毎に異なる。また，柱の軸応

力度を実大と等しくするため，各階床に約 125kNの錘が

付加されている。主要な入力波は，東北地方太平洋沖地

震の際に関東にて観測された波（以下，観測波）および

模擬波（以下，津島波）の 2波について目標変形角を満

足するよう増幅されたものであり，長周期成分を含む全

5波である。また，各層の加速度，梁端上下縁の軸変位，

主筋のひずみ度が計測され，13階の柱に取りつけられた

ロードセルからは軸力およびせん断力が計測されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 試験体概要 2)（単位：mm）

*1 日本大学大学院 工学研究科 建築学専攻 博士前期課程（学生会員） 

*2 日本大学 工学部建築学科 助教 博士（工学）（正会員） 

*3 日本大学 工学部建築学科 教授 博士（工学） 

*4 開発設計コンサルタント 建築事業部 
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表－1 縮小試験体の部材諸元（文献 2 の断面リストに pt%, pw%を筆者が加筆） 

階 

柱 225×225(mm) 

階 

梁 150×200(mm) 

C22 C12 C11 C21 GX GY 

20～17 
8-D10 

囲-D6@90, pt =0.42, pw =0.63 
R, 20 

3/3-D10 

2-D6@100 

pt =0.82, pw =0.42 

3/3-D10 

2-D6@100 

pt =0.90, pw =0.42 

17～13 
8-D10 

囲-D6@90, pt =0.42, pw =0.63 

12-D10 

囲-D6@90,  

pt =0.56, pw =0.63 

19, 18 

3+1/3-D10 

2-D6@100 

pt =0.82, pw =0.42 

3+1/3-D10 

2-D6@100 

pt =0.90, pw =0.42 

13～8 

8-D10 

囲-D6@90 

pt =0.42, pw =0.63 

12-D10 

囲-D6@90 

pt =0.56, pw =0.63 

8+1-D13 

囲-D6@90 

pt =0.75, pw =0.63 

12-D10 

囲-D6@90 

pt =0.56, pw =0.63 

17, 16 

3+1/3-D10 

2-D6@85 

pt =0.82, pw =0.50 

3+2/3+1-D10 

2-D6@85 

pt =1.27, pw =0.50 

8～2 

12-D10 

囲-D6@90 

pt =0.56, pw =0.63 

12-D13 

囲-D6@90 

pt =1.00, pw =0.63 

12+2-D13 

囲-D6@90 

pt =1.00, pw =0.63 

12-D13 

囲-D6@90 

pt =1.00, pw =0.63 

15～13 

3+2/3+1-D10 

2-D6@85 

pt =1.16, pw =0.50 

3+2/3+2-D10 

2-D6@85 

pt =1.65, pw =0.50 

12～9 

3+2/3+1-D10 

2-D6@60 

pt =1.16, pw =0.70 

3+2/3+2-D10 

2-D6@60 

pt =1.65, pw =0.70 

1 

12-D10 

囲-D6@50 

pt =0.56,pw=1.13 

12-D13 

囲-D6@50 

pt =1.00, pw =1.13 

12+2-D13 

囲-D6@50 

pt =1.00, pw =1.13 

12-D13 

囲-D6@50 

pt =1.00, pw =1.13 

8～2 

3+3/3+2-D10 

2-D6@60 

pt =1.50, pw =0.70 

3+3/3+3-D10 

2-D6@60 

pt =2.03, pw =0.70 

 

2.2 解析モデルの概要 

 本論文では，柱はマルチスプリングモデルにより理想

化し，梁は部材の復元力に基づきモデル化した。図－2に

離散図，応力－ひずみ関係および梁の復元力特性を示す。

かぶりコンクリートは Parkら 6)のモデル，コアコンクリ

ートは強度上昇と靱性の増大を Mander の手法 7)により

モデル化した。引張側は 2直線とし，コンクリートの履

歴特性は Li5)に従うこととする。鉄筋は，配筋と同じ位

置にバネを配置し，接合部からの主筋の抜け出しを考慮

するため，トリリニア型を仮定した 5)。梁について，

Degrading Tri-Linear 形復元力特性 8)を採用し，スラブの

協力幅は既往の FEM 解析結果 9)を参照して全幅を有効

と仮定した。なお，柱および梁とも，せん断変形に対し

て弾性とした。接合部は剛とし，RC 規準 10)に従い縁よ

り材せいの 1/4 入った位置まで有効とした。床は剛床を

仮定し，P－Δ効果による付加応力を考慮する。境界条件

は，最下階柱脚について全方向の併進および回転を拘束

した。図－3に入力加速度を示す。観測波は 3軸であり，

桁行方向に NS 成分が入力され，同方向の加速度が増幅

（100～300%）されている。一方，津島波は増幅倍率 150%

および 200%が桁行方向にのみ入力されている。解析で

は実験と同様にこれらの波形を連続的に入力した。減衰

は瞬間剛性比例型を仮定し，減衰定数 h = 5%とした。 

2.3 解析結果と考察 

 図－4 に最大応答時の検証結果を示す。層せん断力に

ついて観測波 200%では実験値を 2 割程度過小評価する

ものの，その対応は概ね良く，梁の終局強度算定につい

ては妥当であるものと判断できる。一方，層間変位に着

目すると津島波について，解析は実験と大きく乖離して

いる。特に 8階の応答は，実験値の 1/2を下回る。図－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 柱の離散化，応力－ひずみ関係および復元力 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 入力加速度 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 層せん断力および層間変位の検証結果 
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5 に 8 階の層せん断力－層間変位関係を示す。履歴に着

目すると，スリップやピンチングを再現できておらず，

変位を大きく過小評価した原因であるものと考えられ

る。図－6に Pushover 解析の結果を示す。実験値を若干

過大評価している点は前述の理由によるものである。以

上のことから，梁のモデル化について改善が必要である

が，観測波に対する応答は概ね妥当であることから，本

モデルをベースに検討を進めることとする。 

 

3. 相似則による原型建物への拡張 

 若材齢挙動は水和反応に起因するため，実大スケール

を対象に検討することの重要性が指摘されている 3）。よ

って，本節では，前節の縮小実験を有効活用し，縮尺係

数の確認と地震応答の比較に主眼を置きながら，原型建

物の作成に着手する。なお，文献 2）より必要な縮尺係数

を具体的に把握することができないため，相似則のルー

ルを仮定し，その妥当性についても併せて確認する。 

3.1 縮尺係数の仮定と検証 

 ここでは，文献 11および 12 を参照して縮尺係数を仮

定する。基礎相似則を次式のように定義する。 

長さ：𝐿𝑚 = (1 𝜆⁄ )𝐿𝑝                          (1) 

   時間：𝑇𝑚 = (1 𝛽⁄ )𝑇𝑝                          (2) 

  単位体積質量：𝜌𝑚 = (1 𝛾⁄ )𝜌𝑝                  (3) 

表－2 仮定した相似則 

重量 𝑊𝑚 = (1 𝜆3⁄ )𝑊𝑝 +𝑊𝑎𝑑𝑑 

加速度 𝛼𝑚 = 𝛼𝑝 

ヤング率 𝐸𝑚 = 𝐸𝑝 

応力 𝜎𝑚 = 𝜎𝑝 

ひずみ 𝜀𝑚 = 𝜀𝑝 

周期 𝑇𝑚 = (1 √𝜆⁄ )𝑇𝑝 

 

ここで，𝑚は模型，𝑝は原型である。本報では，原型と模

型の関係について，破壊状況を同程度とするため，𝜎𝑚 =

𝜎𝑝，𝛼𝑚 = 𝛼𝑝の条件を仮定する。これにより，前式は次式

のように表現される。 

長さ：𝐿𝑚 = (1 𝜆⁄ )𝐿𝑝                           (4) 

時間：𝑇𝑚 = (1 √𝜆⁄ )𝑇𝑝                          (5) 

単位体積質量：𝜌𝑚 = 𝜆𝜌𝑝                      (6) 

表－2に式(4)～(6)を適用した相似則一覧を示す。このよ

うに，当該ルールでは，全ての縮尺係数が係数𝜆により表

現される。ただし，模型の材料特性（表－1参照）から，

式(6)は𝜌𝑚 ≈ 𝜌𝑝と推察される。よって，表中の重量は，第

2 項に示す錘の付加𝑊𝑎𝑑𝑑により整合性を図るものとする。

表－2 を適用し前節と同様にモデル化した建物について，

RC 規準 10)に基づき圧縮強度に応じた単位体積重量から

全重量を算出したところ，𝑊𝑝=68960(kN)であった。一方，

模型に付加された錘の合計は 2500(kN)である。これらを

重量の計算式に𝜆 = 4，第 2 項に 2500(kN)として代入し

計算した結果，模型の重量は 3577(kN)となった。実験結

果によると，模型試験体の総重量が 3557(kN)であり，計

算結果と概ね一致する。以上のことから，本報において

仮定した相似則は概ね妥当であるものと考えられる。 

3.2 原型建物の概要 

 表－3に原型建物の部材緒元を示す。せん断補強筋間

 

表－3 相似則を適用した原型建物の部材諸元 

階 

柱 900×900(mm) 

階 

梁 600×800(mm) 

C22 C12 C11 C21 GX GY 

20～17 
8-D38 

囲-D13@90, pt =0.42, pw =0.63 
R, 20 

3/3-D38 

2-D13@100 

pt =0.82,pw=0.42 

3/3-D38 

2-D13@100 

pt =0.90, pw =0.42 

17～13 
8-D38 

囲-D13@90, pt =0.42, pw =0.63 

12-D38 

囲-D13@90,  

pt =0.56, pw =0.63 

19, 18 

3+1/3-D38 

2-D13@100 

pt =0.82, pw =0.42 

3+1/3-D38 

2-D13@100 

pt =0.90, pw =0.42 

13～8 

8-D38 

囲-D13@90 

pt =0.42, pw =0.63 

12-D38 

囲-D13@90 

pt =0.56, pw =0.63 

8+1-D51 

囲-D13@90 

pt =0.75, pw =0.63 

12-D38 

囲-D13@90 

pt =0.56, pw =0.63 

17, 16 

3+1/3-D38 

2-D13@85 

pt =0.82, pw =0.50 

3+2/3+1-D38 

2-D13@85 

pt =1.27, pw =0.50 

8～2 

12-D38 

囲-D13@90 

pt =0.56, pw =0.63 

12-D51 

囲-D13@90 

pt =1.00, pw =0.63 

12+2-D51 

囲-D13@90 

pt =1.00, pw =0.63 

12-D51 

囲-D13@90 

pt =1.00, pw =0.63 

15～13 

3+2/3+1-D38 

2-D13@85 

pt =1.16, pw =0.50 

3+2/3+2-D38 

2-D13@85 

pt =1.65, pw =0.50 

12～9 

3+2/3+1-D38 

2-D13@60 

pt =1.16, pw =0.70 

3+2/3+2-D38 

2-D13@60 

pt =1.65, pw =0.70 

1 

12-D38 

囲-D13@50 

pt =0.56,pw=1.13 

12-D51 

囲-D13@50 

pt =1.00, pw =1.13 

12+2-D51 

囲-D13@50 

pt =1.00, pw =1.13 

12-D51 

囲-D13@50 

pt =1.00, pw =1.13 

8～2 

3+3/3+2-D38 

2-D13@60 

pt =1.50, pw =0.70 

3+3/3+3-D38 

2-D13@60 

pt =2.03, pw =0.70 

図－5 8 階の応答比較 図－6 Pushover 解析結果 
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図－7 加速度応答スペクトルの比較（減衰 5%） 

 

隔について，表－2を適用すると現行規定を満足しない。

これは，Ying ら 13）が指摘するように，全ての条件につ

いて相似を満足することが困難なためである。本研究の

主要目的が建物全体の地震応答を評価する点であるこ

とを考慮すると，優先すべき相似条件は水平抵抗部材の

耐力である。よって，部材の終局強度が相似になれば良

く，現実的な鉄筋種別を選択し，引張鉄筋比およびせん

断補強筋比が模型＝原型の関係を保てば良い。図－7 に

加速度応答スペクトルを示す。模型と原型において全体

形状が相似であることが確認でき，ともに 1（秒）を超

える長周期成分が卓越していることが読み取れる。 

3.3 原型建物の応答 

 図－8 に原型建物の応答を示す。各軸は，模型試験体

に対する解析値を相似則に基づき拡大している。図より，

原型建物の応答は，模型の応答と概ね一致している。図

－9 に損傷状況を示す。実験におけるひずみゲージは青

枠内の部材端にのみ貼り付けられており，その内，赤丸

は部材端部が降伏した箇所を示している。解析では，断

面内の引張主筋が全て降伏した時点をヒンジの形成と

判断とした。図より，ヒンジ形成階も概ね一致している

ことから，損傷についても妥当であることを確認した。 

 

4. 初期応力を考慮した実大立体骨組の地震応答 

4.1 初期応力の導入手法 

 図－10に初期応力導入手法を示す 4)。初期応力は，若

材齢期と長期に大別し，主筋に累積される応力を求める

ことから開始する。若材齢期の初期応力は，ヤング係数

や自己収縮ひずみ等の体積変化を考慮する必要がある

ため筆者らの提案する実大高強度 RC 柱を対象とした

FEM応力解析 14)等により評価する。一方，長期クリープ

による初期応力は，ひずみの適合条件より，CEBモデル

コード 15)から求めたクリープひずみに主筋のヤング係

数を乗じて評価する。続いて，力の釣合条件を利用した

次式により，各負担軸力を算出する（Step1）。 

   𝑁𝑆(𝑡, 𝑡0) = 𝑁𝑆𝐸 + 𝑁𝑆−𝐸 +𝑁𝑆−𝐿                   (7) 

   𝑁𝐶(𝑡, 𝑡0) = 𝑁 − 𝑁𝑆(𝑡, 𝑡0)                        (8) 

ここで，𝑁𝑆(𝑡, 𝑡0)は任意時間に主筋に生じる応力，𝑁𝑆𝐸は

主筋に生じる弾性応力，𝑁𝑆−𝐸は主筋に生じる若材齢時の 

 

 

 

 

 

 

 

図－8 模型および原型建物の挙動比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－9 全加震終了時の損傷状況の検証（1～14 階） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－10 RC 柱に対する初期応力の導入手法 4) 

 

応力，𝑁𝑆−𝐿は主筋に生じる長期クリープによる応力，

𝑁𝐶(𝑡, 𝑡0)は任意時間にコンクリートに生じる応力，𝑁は作

用軸力である。式(7) および(8)はコンクリートの時間依

存性により再分配された初期応力に対応する。次に，初

期応力をマクロに導入するため，図－10(b)に示す係数𝛼

を次式により算出する（Step2）。 

   𝛼 =
𝑁𝑆(𝑡,𝑡0)

𝜀𝐶(𝑡,𝑡0)×𝐴𝑆
𝐸𝑆⁄                               (9) 

ここで，𝐴𝑆は主筋の全断面積，𝐸𝑆は主筋のヤング係数，

𝜀𝐶(𝑡, 𝑡0)は任意時間に生じたコンクリートのひずみであ

る。最後に，長期軸力を載荷した弾性解析より式(8)を満

たすことを確認後，Step3を実施し，本フローを終了する。 
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4.2 初期応力の確認 

図－11に 1階における C22の負担軸力の推移を示す。

ここでは，28日毎に各階が施工され下階柱に軸力が作用

されるものとする。応力には，長期クリープによる付加

応力と弾性軸力が含まれる。なお，本建物における若材

齢期の初期応力は，高強度コンクリートが使用されてい

る 1～8 階において若干過大ではあるが 1 本あたり

80N/mm2とした 14)。一方，9～20 階は普通強度コンクリ

ートが使用されていることから前述の仮定は明らかに

過大である。よって，本検討では，当該階の若材齢初期

応力を無視することとする。本報では，推移が落ち着く

2000日（打設から 5.5年）を対象とした。この時点では，

作用軸力の約 1.5 割弱が鉄筋へ推移していることとなる。 

4.3 初期応力が部材・建物応答に及ぼす影響 

 ここでは，X，Y 方向および 45°方向に荷重増分解析

を実施し，初期応力が損傷や変形に及ぼす影響について

考察する。なお，荷重は実験との対応が良い Ai分布を仮

定し（図－6 参照），津島波 200%入力時の頂部の最大応

答変位を目標に増分載荷する。まず，X 方向について全

体応答に着目すると（図－12），全 Caseとも良く一致し

ており大きな違いは見受けられない。しかし，ヒンジの

形成状況は大きく異なる。図－13に骨組の損傷状況を示

す。クリープを考慮すると最下階，引張軸力を受ける下

層階および中間階の柱にヒンジが形成される。この傾向

は，若材齢を考慮することでさらに顕著に表れ，圧縮軸

力側でも降伏ヒンジが発生する。柱の影響は，各種限界

状態にも影響を及ぼす。図－14に使用・設計・終局限界

各時をプロットした各層の応答を示す。ここでは各種限

界状態を文献 16に基づき定義する。例えば，X 方向につ

いて，使用限界は CB=0.2，設計限界は地震力の重心が作

用する 14階床位置の全体変形角が 1/120，終局限界は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 負担軸力の推移   図－12 全体応答の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－13 Y1,Y3 通りの損傷状況（X 方向加力時） 

 

1/80に達したステップとなる。初期応力を考慮すると層

の変形が大きく進み，その傾向は上層階の Y方向に顕著

に表れ，20階の変形量は約 2.0倍に達する。このことを

考察するために，図－15に終局限界時の水平変形成分を

示す。曲げ成分は側柱の軸縮み差から求め，せん断成分

は全成分から曲げ成分を除いている。図より，初期応力

により，1階の曲げ成分が 5%前後増大していることが分

かる。3 階以上ではせん断変形が卓越し，大きな違いは

見受けられない。よって，最上階の変位の増大は，最下

層柱のヒンジの影響が大きいものと考えられる。図－16

に 45°載荷時における載荷方向（x方向）および載荷直 
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図－15 終局限界状態における水平変形成分の分離 

 

交方向（y 方向）の変形量を示す。図より大きく x 方向

に傾き変形することが分かる。一方，初期応力を考慮す

ると，y 方向の変形が増加することから，ねじれ挙動が

誘発される可能性がある。これは，前述の通り，初期応

力により，y 方向の損傷が付加され同方向の変形が進む

ためである。ねじれ挙動は，動的な付加応力によって大

きく挙動が異なるため，今後，応答解析を通じた検討が

必要になると考えられる。 

 

5. まとめ 

(1) 相似則を適用した原型建物の地震応答は模型実験

の応答と概ね一致した。 

(2) 初期応力が全体応答に及ぼす影響は小さいが，損傷

の観点からは部材応答に大きな影響を及ぼす。 

(3) RC 柱に生じる初期応力は，隅柱の下層・中層階およ

び中柱にヒンジを形成させ，設計時に想定する限界

変形角を過小に評価している可能性がある。 

(4) 初期応力により生じる柱のヒンジは，建物のねじれ

挙動を誘発する可能性があり，今後，応答解析に基

づく検討が必要である。 
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